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広域連携のあり方の見直しについての視点（案）

３ 一部事務組合・広域連合に対する住民の意向の反映に関する視点

４ 一部事務組合・広域連合の機能と区分のあり方に関する視点

１ 平成の合併後の広域連携のあり方に関する視点

２ 一部事務組合・広域連合のガバナンスに関する視点

広域連携のあり方の見直しを検討するに当たり、以下のような視点が考えられ
るのではないか。
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● 平成の合併が一区切りとされる中で、今後、基礎自治体のあり方については多様な選択肢を用意
する必要があるが、その一つとして広域連携の仕組みを活用する観点から、現行制度の見直しが必
要ではないか。

● 市町村合併の進展により、一般的には、基礎自治体の行財政基盤は強化されている。他方、現在
も小規模町村は多くあり、その置かれた状況は多様である。検討に当たっては、これらの状況を念
頭に置くべきではないか。

● 基礎自治体自らが多様な選択肢から最適な仕組みを選ぶことを前提としつつ、基礎自治体間の広
域連携についての広域自治体（都道府県）の役割をどのように考えるか。

● 現行制度（参考1-2）にとらわれない基本的な見直しとして、どのようなものが考えられるか。

【参考】

○ 第２回・第５回地方行財政検討会議における発言要旨

「基礎自治体をどのように強くしていくのか、基礎自治体間の広域連携の手法について、多様な方法でやりや
すくしてもらえれば、小さい自治体も力がついてくるのではないか。」

○ 平成の合併による市町村数等の変化

１ 平成の合併後の広域連携のあり方に関する視点

区分 H11.3.31 H22.3.31

市町村数 ３，２３２ １，７２７

人口１万人未満 １，５３７ ４５７

平均人口(人) ３６，３８７ ６９，０６７

平均面積(k㎡) １１４．８ ２１５．４



市町村数：７８６市７５７町１８４村（計１，７２７）
うち人口１万人未満（平成１７国調）：４５７市町村（うち合併済み３０）

１万人未満

５万人以上

上記以外
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類型 数 例

都市の周辺に点在するもの ２２６

訓子府町〔北見市〕（北海道）、長柄町〔茂原
市〕（千葉県）、青木村〔上田市〕（長野県）、田
尻町〔泉佐野市〕（大阪府）、久米南町〔岡山
市〕（岡山県）、松野町〔宇和島市〕（愛媛県）
※〔 〕内は、隣接する都市

各圏域の周辺部に連なっているもの（各
都道府県内において、都市とは連たんし
ない一群をなしているもの）

１８２

北海道北部・東部地域、山形県中部地域、福
島県西部地域、長野県南部地域、奈良県南
部地域、高知県中部地域、宮崎県北西部地
域

離島など地理的に他の地域と隔たりの
あるもの

４９
八丈町（東京都）、青ヶ島村（東京都）、喜界町
（鹿児島県）、十島村（鹿児島県）、与那国町
（沖縄県）、多良間村（沖縄県）

（参考1-1）平成の合併後の市町村の状況（平成22年3月31日現在）
○ 類型別の人口１万人未満の市町村



共同処理制度 制度の概要 運用状況（H20.7.1現在）

事務の委託

機関等の共同設置

協議会

地方公共団体の委員会、委員又は執行機関の附属機関
等を、複数の地方公共団体が共同で設置する制度。

地方公共団体が、共同して管理執行、連絡調整、計画作
成を行うための制度。

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を他の地方公
共団体に委ねる制度。

法
人
の
設
立
を
要
し
な
い
簡
便
な
仕
組
み

○設置件数：２８４件
○主な事務：広域行政圏計画の策定等１２２件（４３．０％）、
小中学校の運営など教育関係８７件（３０．６％）、環境衛
生２０件（７．０％）

○設置件数：４０７件
○主な事務：介護保険認定審査１４２件（３４.９％）、公平
委員会１１６件（２８.５％）、障害区分認定審査１０８件（２６.
５％）

○委託件数：５，１０９件
○主な事務：公平委員会１,１６９件（２２.９％)、住民票等の
交付９３６件(１８.３％)、競艇８３８件(１６.４％)

全部事務組合
役場事務組合

○昭和３５年以降
活用例なし

地方開発事業団

広域連合

一部事務組合

○設置件数：１件

別
法
人
の
設
立
を
要
す
る
仕
組
み 全部事務組合：町村が、その事務の全てを共同して処

理するために設ける特別地方公共団体。

役場事務組合：町村が、執行機関に係る事務の全てを
共同して処理するために設ける特別地方公共団体。

地方公共団体が、地域開発の根幹となる建設事業を総
合的かつ一体的に実施するために設ける特別地方公共
団体。共同処理する事務は、公共施設の建設事業や関
連する用地の取得・造成等に限定されている。

地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するた
めに設ける特別地方公共団体。

地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であ
ると認められる事務を処理するために設ける特別地方公
共団体。国又は都道府県から直接に権限や事務の移譲
を受けることができる。

○設置件数：１，６６４件
○主な事務：ごみ処理４２２件（２５．４％）、し尿処理３８６
件（２３．２％）、消防２９７件（１７．８％）、救急２９５件（１７．
７％）、火葬場２３３件（１４．０％）

○設置件数：１１１件
○主な事務：後期高齢者医療４９件（４４．１％）、介護保険
４７件（４２．３％）、広域行政圏計画の策定等３０件（２７．
０％）、障害者福祉２８件（２５．２％）

（注） 法人の設立については、特別地方公共団体の新設に係るものであり、総務大臣又は都道府県知事の許可を要するものとされている。

地方自治法の一部を改正する法律案（平成22 年3
月5日閣議決定）では、行政機関や内部組織などの
共同設置を可能に。

地方自治法の一部を改
正する法律案（平成22 
年3月5日閣議決定）で
は、廃止。
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（参考1-2）広域連携の仕組みと運用（概要）
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図 方式別割合（平成20年7月1日現在）

○ 方式別の活用状況は、事務の委託が最も多く、その件数は5,109件で全体の67.4%を占めている。これに
次いで多いのは、一部事務組合の1,664件（22.0%）、機関等の共同設置の407件（5.4%）となっている。

○ 一部事務組合の設置件数は、昭和49年以降すう勢的に減少している。これは、主に複合的一部事務組合
制度の創設（昭和49年）や、多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応するため平成7年に制度が
創設された広域連合に既存の一部事務組合が統合等されたためと考えられる。また、平成の合併以降、減
少傾向に拍車がかかっている。

○ 広域連合は、介護保険制度（平成12年）の事務を行う広域連合の設立や、後期高齢者医療制度（平成19
年）において保険者として位置づけられる広域連合の設立もあり、設立件数が100件を超えている。

図 一部事務組合及び広域連合設置数の推移
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（参考1-3）制度の運用状況（方式別）
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２ 一部事務組合・広域連合のガバナンスに関する視点

● 一部事務組合・広域連合の性格に応じたガバナンスのあり方をどのように考えるか。検討に当
たっては、①一部事務組合・広域連合の組織体制、②住民の監視、③構成団体の関与といった観点
があるのではないか。

● 一部事務組合・広域連合については、機動的な意思決定が困難であるといった意見があるが、こ
れをどう考えるか。

● 理事会制及び特別議決制（現行では複合的一部事務組合についてのみ採用可）を採用できるよう
にすべきとの意見があるが、これをどのように考えるか。

● そもそも、一部事務組合・広域連合の組織の基本構造について、議会と長（管理者）の二元構造
を必須のものと考えるか。議決機関と執行機関との一元化が考えられるか。

● 議決機関と執行機関とを一元化する場合には、マネージャー制等の導入も考えられるか。また、
現行制度における議会の権能（住民の権利を制限し義務を課す条例の制定、執行機関の監視等）を
どのように考えるか。

【参考】

○ 兵庫県地方分権推進自治体代表者会議「地域主権改革に対する緊急提言」（平成22年5月20日）（抜粋）

関西広域連合（仮称）の設立後においては、各構成団体の意向を踏まえた円滑な運営を行うため、現行地
方自治法の抜本的な改正を待つのではなく、先行し、以下の項目について現行法の改正を行うこと。
① 執行機関における理事会制の導入
② 広域連合議会における一部事務のみ参加する構成団体に係る議案の議決方法の特例の導入
③ 国に対して事務・権限の移譲を要請する場合における各構成団体の意向の反映
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（参考2-1） 一部事務組合制度の運用状況①

共同処理についての地方公共団体の意見

共同処理の課題 ６３．０％ 特に課題はない

３０．９％ 課題あり(大半が一部事務組合又は広域連合を活用している場合についての意見)

５４．５％ 機動的な意思決定が困難
（各議会を経ることの時間的ロス、事務的な調整の手間）

４２．８％ 全構成団体の協議を調えることが難しい
（団体間の意見の調整に手間がかかる）

１５．０％ 構成団体から事務処理にあたって必要な情報を把握するのが困難
８．９％ 住民の意向を反映しにくい
８．５％ 責任の所在が不明確
７．７％ 地域の実態に即した事務処理を行いにくい

１２．５％ その他

※ 「市町村における事務の共同処理の実施状況調査」（平成20年7月1日現在・総務省）より。（人口区分に応じて全250団体を
抽出し、書面調査を行ったもの。）
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（参考2-2） 一部事務組合制度の運用状況②

議会の議員・執行機関の選任方法

情報公開

○ 議会の議員 構成団体の議員の中から選任する組合（1,001組合(60.2％)）
構成団体の長・議員以外の者の中から選任する組合（99組合（5.9％））
※ 山林等を管理する組合で、山林等の地権者から組合議会の議員を選任するものが多い。

構成団体の長の中から選任する組合（86組合（5.2％））
複数の方法の組み合わせにより選任する組合（462組合（27.8％））

○ 管理者 構成団体の長の中から選任（1,490組合（92.5％））

○ 監査委員 一部事務組合の議員の中から選任（130組合（7.9％））
構成団体の監査委員の中から選任（87組合（5.3％））
複数の方法の組み合わせにより選任する組合（1,277組合（77.5％））

複合的一部事務組合の設置状況

○ 情報公開条例制定組合数 ６２３（３９．６％）

参考：情報公開条例制定普通地方公共団体数 １，７７１（９９．８％）

○ 設置数 ２４１（構成団体数：１，９５２）
うち 議決方法の特例を定めているもの ９２（38.2％）

※ 特別議決の方法としては、一部の構成団体のみに係る事務に関する議決について、全体の議員の過半数の賛
成に加え、当該団体から選出された議員の過半数の賛成を要するものなどがある。

理事会制を採用しているもの ５４（22.4％）
※ 理事会制を採用しているもののほとんど（５２組合）は、構成団体の長を理事とするものである。
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（参考2-3） 一部事務組合等と地方開発事業団・地方独立行政法人との比較

区 分
一部事務組合・広域連合

（地方自治法）
地方開発事業団
（地方自治法）

地方独立行政法人
（地方独立行政法人法）

設 立 目 的 ・
事務の範囲等

・地方公共団体の事務の一部を処理（一部

事務組合）

・地方公共団体の事務で広域にわたり処

理することが適当であると認めるもの及

び国又は都道府県から移譲を受けた事

務を処理（広域連合）

・地域の総合的な開発計画に基づく次の

事業で地方公共団体の事務に属するも

のを総合的に実施
・住宅、工業用水道、道路等の施設の建設
・上記施設の用地、工場用地等の取得又は造成
・土地区画整理事業に係る工事

・地方公共団体が自ら主体となって直接に

実施する必要のない事業で、次のものを

実施
・試験研究
・大学等の設置・管理
・公営企業の経営
・社会福祉事業の経営 等

設 立 手 続
・議会の議決を経てする協議により規約を

定めて設置

・総務大臣又は都道府県知事の許可

・同左

・総務大臣又は都道府県知事の認可

・議会の議決を経て定款を定めて設立

・同左

組 織

・議会－管理者（長）（選任方法は規約で規定）

※ 複合的一部事務組合には、管理者に代えて
理事会を置くことができる。

・監査委員（選任方法は規約で規定）

・理事会（理事長・理事）（選任方法は規約で規

定）

・監事（選任方法は規約で規定）

・理事長（設立団体の長が任命）、理事（理事長

が任命）

・監事（設立団体の長が任命）

・会計監査人（設立団体の長が選任）

設立団
体との
関 係

事 業
目 標

－
・設置団体は、議会の議決を経てする協

議により、事業計画を決定

・設立団体の長は、議会の議決を経て、中

期目標を設定

・法人は、中期目標に基づき、中期計画を

作成し、設立団体の長の認可を受ける。

予算 ・
決 算
等

・管理者（長）は、予算・決算について議会

の議決を求めようとするとき、あらかじめ

構成団体の長に通知。議決の結果につ

いても構成団体の長に通知

・理事会の議を経て予算を作成し、設置団

体の長に報告

・理事会の議を経て決算を作成し、監事の

意見を付けて設置団体の長に提出

・中期計画に基づき年度計画を定め、設

立団体の長に届出

・財務諸表、事業報告書、決算報告書に

ついて、監事の意見を付けて設立団体

の長の承認を受ける。

条 例 制 定 権 ・あり ・なし（理事会に事業団規則の制定権あり） ・なし

主 な 財 源
・構成団体の分賦金、組合が起こす地方

債

・設置団体の負担経費、事業団が起こす

地方債

・設立団体からの運営費交付金、法人が

設定する料金（上限は設立団体の長が認可）

件 数
・1,664件（一部事務組合）、111件（広域連合）

（H20.7.1現在）

・1件

（H20.7.1現在）

・82件

（H22.4.1現在）



評 議 会

【権限】立法機関の役割を果た
すと同時に、各理事が部局長
を兼任し、行政機関としての
役割も果たす。行政・立法一
体型。

① 条例の制定
② 職員の任命
③ 税の徴収
④ 支出の決定 等
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（参考2-4） 議会ー市長型以外の仕組み（アメリカの例）

市長＝評議会議長

評議員

【権限】部局の責任者とし
て特定部局の活動に責任
を負う。

住 民

選 挙

議会－支配人型

【任期】４年
【権限】① 条例制定

② 財産処分に係る議決
③ 予算議決 等

任 命

(ヴァージニア州スタントン市の例)

【任期】２年
【権限】①市の代表 ②議会を主宰 等

議
員
の
う
ち
か
ら
選
挙

支配人(City Manager)

【任期】不定(議会の意向による。)
【権限】① 議決された事項の執行

② 全行政部局の指揮監督
③ 議会の全委員会に出席(議決権なし)
④ 議会への助言
⑤ 契約執行
⑥ 予算案作成・予算執行
⑦ 議会に対する財政状況報告
⑧ 人事権 等

議長＝市長

議 会

住 民

選 挙

評議会型

出典：小滝敏之『アメリカの地方自治』(2004.6) 、山下茂他『比較地方自治』(増補改訂版 第一法規1996.9)



11

● 一部事務組合・広域連合には、住民の意向が反映しにくいといった指摘があるが、これをどの
ように考えるか。

● 住民の意向の反映という観点から、特に、一部事務組合・広域連合の議会のあり方をどのよう
に考えるか。

【参考】
○ 第３回地方行財政検討会議における発言要旨

「一部事務組合等の議会が住民から遠いところに行ってしまっている感がある。議会によっては、組合議会の
内容を必ず構成自治体の議会の議事日程に上げて報告、質疑等を行っているところもあるが、これを制度化
するかどうかも論点の一つではないか。」

○ 第一分科会・第２回会合における発言要旨

「一部事務組合をはじめとする自治体間が連携した場での議事、意思決定の議会がほとんど形骸化していると
いう現実がある。本当に機能する議会をどうつくるかということが非常に重要になる。」

○ 一部事務組合・広域連合の直接請求制度

・一部事務組合 組合の規約により議員及び長が選挙人の直接投票により選挙され、かつ、両者の選挙権の要
件が同一の場合は、直接請求も可能であるが、それ以外の場合はできないと解されている。

・広域連合 直接請求制度（条例の制定・改廃、事務監査、議会の解散、議会の議員の解職、長等の解
職、

構成団体への規約変更の要請）が法律で規定されている。（間接選挙の場合も適用。）

３ 一部事務組合・広域連合に対する住民の意向の反映に関する視点
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○ 一部事務組合・広域連合の議会の開催状況は多様であるが、年に２～３回の会期を設け、１日
ずつの開催という例が多い。

（参考3-1） 一部事務組合・議会の開催状況
開催状況の概要

開催状況の例
例１）Ａ県後期高齢者医療広域連合（県内全市町村で構成。後期高齢者医療の事務を処理）

H21. 8（１日間） １１議案を処理（専決処分承認５件、決算認定１件、補正予算２件、共同設置規約変更２件、
監査委員選任同意１件）

H22. 2（１日間） ９議案を処理（条例改正５件、補正予算１件、予算２件、副連合長選任同意１件）

例２）Ｂ衛生プラント組合（１市１町で構成。衛生プラントの設置及び運営事務を処理）

H21. 8（１日間） ４議案を処理（専決処分承認１件、決算認定１件、監査委員選任同意１件、補正予算１件）

H22. 2（１日間） ４議案を処理（専決処分承認１件、加入組合規約変更１件、監査委員選任同意１件、
予算１件）

例３）Ｃ広域連合（広域市町村圏単位で構成。広域計画の策定・実施、消防、ごみ・し尿処理、高齢者・障害者福祉施設の運営、
介護保険等の事務を処理）

H21. 5（７日間） 一般質問を実施、６議案を処理（専決処分承認１件、補正予算２件、条例改正２件、
契約締結１件）

H21. 8（４日間） １５議案を処理（決算認定３件、共同設置規約変更１件、公の施設廃止１件、条例制定・改廃
４件、事務委託規約廃止・変更２件、広域計画変更１件、補正予算３件）

H21.11（７日間） ５議案を処理（補正予算２件、条例改正３件）

H22. 2（５日間） 一般質問を実施、９議案を処理（条例改正１件、事務委託規約変更１件、補正予算３件、

予算３件、副管理者選任同意１件）

※ いずれも、一部の一部事務組合・広域連合について聴き取り等により調査したものであり、網羅的に調査し
たものではない。
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○ フランスの地方自治体は、広域自治体であるレジオン、デパルトマン及び基礎自治体であるコミューンの３
層構造となっている。基礎自治体であるコミューンは、36,793団体（2010.1現在）と極めて多く、約９割が
2,000人未満（６割は500人未満）となっている。行財政基盤が脆弱であり、このため、コミューン間の広域行
政組織（コミューン連合体（établissement public de coopération intercommunale (EPCI)。通称intercommunalité））が発達している。

○ コミューン連合体には、部分的な事務の共同処理を行う「コミューン事務組合」や、広範な事務の共同処理
のため固有財源（単一職業税、３税付加税等）を持つ「コミューン共同体」、「都市圏共同体」、「大都市共
同体」などがある。

○ コミューン連合体の議事機関の議員は構成コミューンの議会の議員から選出される。

（参考3-2） フランスのコミューン連合体制度

制度の概要

地方公共団体改革法案

○ 2009年10月、政府より「地方公共団体改革法案（Projet de Loi de Réforme des Collectivités territoriales）」が国会
に提出され、現在、国会において審議中。

○ 同法案においては、固有財源を持つコミューン連合体（intercommunalité à fiscalité propre）の議会の議員に
ついて、原則として、共同選挙方式（※）による直接選挙で選ぶこととしている。

（出典） 「サルコジ大統領によるフランスの地方自治制度改革に関する動向（九）－バラデュール委員会報告書と日仏の地方自
治・地方分権に関する比較的考察－」（『地方自治』平成22年5月号）

コミューン議会の選挙及びコミューン連合体議会の選挙を同時に同一名簿で実施し、名簿上位掲
載当選者はコミューン連合体議会議員及びコミューン議会議員の立場を兼ねる一方、名簿下位掲載
当選者はコミューン議会議員の立場のみを有するとするもの。

※ 共同選挙方式（fléchage）
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● 現行制度では、設置目的やその機能に応じ、広域連合と一部事務組合とを区分しているが、運用
の状況を踏まえ、この意義をどのように考えるか。

● 広域連合については、国の出先機関から移譲される事務を処理する仕組みとして活用しようとす
る動きがあるが、これをどのように考えるか。

【参考】

○ 第23次地方制度調査会答申「広域連合及び中核市に関する答申」（平成5年4月19日）（抜粋）

一部事務組合制度（中略）は、国又は都道府県から直接に権限移譲が受けられないこと、所掌事務の変更に
自らのイニシアチブが発揮できないこと、組織が画一的であること等広域行政需要に対応する上での限界が指
摘されている。したがって、（中略）国からの権限移譲の受け入れ体制を整備するため、新しい広域行政体制
を制度化する必要がある。

○ 広域連合制度の運用状況（平成20年7月1日現在）

・設置数等 設置数 １１１ （のべ構成団体 ２，３２３）
都道府県を構成団体に含むもの ３ （構成団体数 １１８）

後期高齢者医療制度の事務を行うもの ４９ （構成団体数 １，８１９）

介護保険制度の事務を行うもの ４７ （構成団体数 ２９６）

・長・議会の議員の選出方法 全て間接選挙
・直接請求制度の実施状況 実施例なし
・権限移譲の要請等 都道府県への要請に基づき事務処理特例条例を改正した例 ２件

○ 全国知事会・国の出先機関原則廃止PT「国の出先機関の原則廃止に向けて（素案）」（平成22年5月20日）

複数都道府県にわたる広域事務の移管については、「広域連合」や「協議会」など既存の広域連携の制度を
活用して対応することが可能である。一方で、「広域連合」制度については、設立や設立後の手続きに時間を
要するなど機動性や簡便性の面で課題があるとの指摘があった。今後、こうした課題を踏まえて既存制度の見
直しを進め、都道府県間の広域連携が一層促進されるよう国に法改正を働きかけていく。

４ 一部事務組合・広域連合の機能と区分のあり方に関する視点



区 分 一部事務組合 広域連合

団 体 の 性 格 ・特別地方公共団体 ・同左

構 成 団 体
・都道府県、市町村及び特別区
・複合的一部事務組合は、市町村及び特別区のみ。

・都道府県、市町村及び特別区

設置の目的等 ・構成団体又はその執行機関の事務の一部の共同処理
・多様化した広域行政需要に適切かつ効率的に対応するとともに、国からの権
限移譲の受入れ体制を整備する。

処理する事務
・構成団体に共通する事務
・複合的一部事務組合の場合は、全市町村に共通する
事務である必要はない。

・広域にわたり処理することが適当である事務
・構成団体間で同一の事務でなくてもかまわない。

国 等 か ら の
事 務 移 譲 等

-

・国又は都道府県は、その行政機関の長（都道府県についてはその執行機関）
の権限に属する事務のうち広域連合の事務に関連するものを、当該広域連
合が処理することとすることができる。

・都道府県の加入する広域連合は国の行政機関の長に（その他の広域連合は
都道府県に）、当該広域連合の事務に密接に関連する国の行政機関の長の
権限に属する事務の一部（その他の広域連合の場合は都道府県知事の事務
の一部）を当該広域連合が処理することとするよう要請することができる。

構成団体との
関 係 等

-

・構成団体に規約を変更するよう要請することができる。
・広域計画を策定し、その実施について構成団体に対して勧告が可能。なお広
域計画は、他の法定計画と調和が保たれるようにしなければならない。

・広域連合は、国の地方行政機関、都道府県知事、地域の公共的団体等の代
表から構成される協議会を設置できる。

設 置 の 手 続
・関係地方公共団体が、その議会の議決を経た協議によ
り規約を定め、都道府県の加入するものは総務大臣、
その他のものは都道府県知事の許可を得て設ける。

・同左 （ただし、総務大臣は、広域連合の許可を行おうとするときは、国の関
係行政機関の長に協議）

直 接 請 求 ・法律に特段の規定はない。
・普通地方公共団体に認められている直接請求と同様の制度を設けるほか、
広域連合の区域内に住所を有する者は、広域連合に対し規約の変更につい
て構成団体に要請するよう求めることができる。

組 織
・議会―管理者（執行機関）
・複合的一部事務組合にあっては、管理者に代えて理事
会の設置が可能。

・議会―長（執行機関）

議員等の選挙
方 法 等

・議会の議員及び管理者は、規約の定めるところにより、
選挙され又は選任される。

・議会の議員及び長は、直接公選又は間接選挙による。 15

（参考4）一部事務組合と広域連合の主な相違点
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◎ まず一歩を踏み出し、成長する広域連合
実現可能な事務から取り組みを開始し、実施する事務を順次拡大、国の事務移譲を狙う。

◎ 生活者重視の運営（東南海・南海地震等に備えた広域防災、ドクターヘリ等）
◎ 広域施策の核として既存事業を移管

関西広域機構（ＫＵ）の事務について、広域連合で実施した方が効率的なものは移管

地方分権改革の突破口、広域行政の展開、国の地方支分部局の事務の受け皿

＜設立当初＞７分野
広域防災、広域観光・文化振興、広域産業振興、広域医療連携、広域環境保全、
資格試験・免許等、広域職員研修

＜順次拡充する事務＞
７分野の拡充と府県事務の切り出し等、新たな分野（交通・物流基盤整備、行政委員会事務）

＜国の地方支分部局からの移譲事務＞

①設立のねらい

②基本方針

③実施する事務

現在、関西地域において、２府８県４政令市、経済団体等により構成する関西広域機
構を中心として、「関西広域連合（仮称）」設立を目指した取組が行われている。

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県

④当初参加予定団体

（参考4-2）関西広域連合（仮称）設立について



17

・構成府県が負担する「分賦金」による（広域連合に課税権はない）。
・負担割合については、総務費については均等負担を原則に、各事業費については、人口など事業
毎の受益に応じた客観的な指標により算定する。

⑤組織

⑥予算

⑦設立に向けたスケジュール

広 域 連 合 長
構 成 団 体 の 長
関 係 地 方 公 共 団 体 の 長
市 長 会 ・ 町 村 長 会 関 係 者
地 域 団 体 ・ 経 済 団 体 代 表 者
学 識 経 験 者 等

広域連合長

監 査 委 員

公 平 委 員 会

選挙管理委員会

広域連合議会

委員長 （広域連合長）
副委員長（副広域連合長）
各委員 （各分野担当)

広域連合委員会

広域連合協議会

事 務 局

会計管理者

会 議 等 内 容

2009年 8月 分権改革推進本部第５回本部会議 ・各府県等の取組状況報告

・「設立案」の協議

2010年 1月 分権改革推進本部設立準備部会

〔関係府県知事会議〕

・「設立案」の協議

各府県議会 ・規約案の提案
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